
















































いを要する児童・生徒の判別基準」 という通達があり、6 種類、4 段階の準備と、教育措
置が示された。これが、健常児と障害児の分離教育の法的根拠になったと言われている。
そして、最初の公立肢体不自由養護学校と最初の公立精神薄弱（当時）養護学校はそれぞ
れ 1956 年と 1957 年に設立され、30 年の間に様々な障害に対応する学校が開校した。
1979 年には養護学校が義務化され、同時に訪問教育制度が実施された。ここで自閉症が
情緒障害として位置づけられ、特殊教育の対象となった。1993 年の文部省による「学校






教育』という呼称が採用された。2004 年 8 月に中央教育審議会で『特別支援教育を推進







人口は何らかの障害者である。その中で、身体障害者 366.3 万人（人口千人当たり 29









世界保健機構（WHO）が 1980 年に発表した「国際障害分類」（International 














れた。その結果、WHO が 2001 年に，「生活機能・障害・健康の国際分類」








1. 機能・形態障害（Impairment）→  心身機能・構造（Body Functions & 
Structure） 
2. 能力障害（Disability） →  活動（Activity） 
3. 社会的不利（Handicap） →  参加（Participation） 
 


























































































































































































準的な時間は週 1 単位時間から 8 単位時間（LD、ADHD を持つ児童生徒につい
ては月 1 単位時間から指導可能）とされている。対象児童生徒数は、公立小学校
が 50,569 人、公立中学校が 3,452 人である。通級の形態は、自校通級が 39.1％、
他校通級が 57.5％であり、巡回指導が 3.4％である。通級指導教室を設置してい


















































学級編制の標準及び1学級当たりの平均人数（平成23年 5月 1日現在）	 
  標準 平均 
特別支援学校（小学部・中学部） 6 人 3 人 
特別支援学級（小学校・中学校） 8 人 3 人 
小学校・中学校 40 人 
（小 1 は 35 人） 
小学校：28 人 
	 中学校：33 人 
 
※特別支援学校（小学部・中学部）の標準について、文部科学大臣が定める障害を二以上併せ有する児童又
は生徒で学級を編制する場合にあっては 3 人 











































































































































2001 年の国勢調査によると、インドににおいては総人口の 2.1 パーセントにあたる
2191 万人が障害者であり、彼等の識字率は 49.3 パーセントである。これは国民全体での
識字率 65.4 パーセントよりも低い。また、2002 年の全国標本調査によれば、障害者の就
学率は 49.7 パーセントであるが、性別、都市・農村部、障害種別によって数値に格差が
あることなどが明らかになっている。さらに、World Bank [2009、60-61]は、6 才から 13
才の子どものうち就学している割合は 38 パーセントになるとしている。そして、5 才か
ら 14 才の子どものうち重度の障害がある子どものうち約 4 分の 3 が非識字状態にあるこ
とや、初等教育以上の教育を受ける障害児は障害の重さにかかわらず少ないことなどが挙









［World Bank 2009, 79］インド政府としても障害者の教育にかんして政策を立て、執行
しようとしている。2005 年に出された「障害がある子どもおよび青年に対するインクル
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